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明 細 書

発 明の名称 ：電力供給 シ ス テ ム

技術分野

[0001 ] 本発 明 は、複数 の蓄 電池 を備 え る電力供給 シ ス テ ム に関す る。

背景技術

[0002] 近年、 蓄 電池 の大容量化 が進 み、 ビル や工場、 店舗、 家庭 な どで消 費 され

る電力 を貯 蔵 す る電力供給 システ 厶の導 入 が進 め られ て い る。 この よ うな電

力供給 シ ス テ ム は、事前 に蓄 電池 を充電 す る （電力 を消 費 す る） ことで、 任

意 の タイ ミングで蓄 電池 を放 電 す る （電力 を供給 す る） ことがで きる。 すな

わ ち、 蓄 電池 の充電及び放 電 の タイ ミングを制御 す る ことで、 系統 電力 （電

力会社 か ら供給 され る電力） を消 費 す るタイ ミングを制御 す る ことが可能 に

な る。

[0003] 一般 的 に、 系統 電力 の電力料金 には、 固定制 の基本料金 と、従 量制 の使 用

料金 とが含 まれ る。 そ して、 電力会社 は、 単位 時 間 に消 費 す る系統 電力 の電

力量 の最 大値 が小 さ くな るほ ど、 基本料金 が安 くな るよ うに基本料金 を設 定

して い る。 また、 電力消 費 が大 きい 曰中 よ りも電力消 費 が小 さい夜 間の方 が

、使 用料金 の単位 電力 当 りの価格 が安 くな るよ うに使 用料金 を設 定 して い る

。 そのため、 系統 電力 を利 用 す る利 用者 は、 系統 電力 の消 費 を平準 化 す るほ

ど、 系統 電力 の電力料金 を安 くす る ことがで きる。

[0004] したが って、 電力供給 システ ム において、 系統 電力 を利 用 す る利 用者 の電

力需要 が小 さい時 間帯 や夜 間電気料金 が適 用 され る時 間帯 に系統 電力 を利 用

して蓄 電池 を充電 し、 系統 電力 を利 用 す る利 用者 の電力需要 が所 定 の閾値 を

越 えて い る ときに所 定 の閾値 を越 えて い る分 の電力 （図 2 に示 す斜線部 分 ）

を蓄 電池 の放 電 で補 うことによ って、 系統 電力 の電力料金 を抑制 す る ことが

で きる。
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非特許文献

[0006] 非特許文献 1 ： " リチ ウムイオ ン電池の話 9 . 充電方法 （定電流定電圧パル

ス充電）" 、 [ or i ne] 、株式会社べィサ ン、 [ 平成23年2月7曰検索] 、ィ

ンタ一不 ッ 卜 〈 URL ：http: //www. baysun. net/ i onbattery story/ Li t h i um09. h
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発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0007] ところが、電力供給システムではリチウムイオン電池などの二次電池を用

いているため、使用期間の長期化に伴って電池の劣化が進み、充放電可能な

電池容量が減少するという課題がある。

[0008] 上記の課題に対 して特許文献 1 で提案されている充電制御方法は、複数個

の電池の最大電気容量を取得 し、その最大電気容量に基づいて使用する電池

の選択を行うことによって、電池の劣化を平均化 して長寿命化を図っている

。 しか し、特許文献 1 で提案されている充電制御方法では、一定頻度で電池

の容量学習 （最大容量の計測）を行う必要があり、その間の使用状態での劣

化に関 しては考慮できていないという問題がある。

[0009] 上記の課題に対 して特許文献 2 で提案されている電源制御装置は、各電池

の内部抵抗を計測 し、その計測結果に基づいて各電池の劣化状態を推定 し、

劣化の少ない電池を優先 して負荷に接続することによって、電池の劣化を均

等化 して長寿命化を図っている。 しか し、特許文献 2 で提案されている電源

制御装置では、電池の内部抵抗を計測するための特別な機器を組み込む必要

があるという問題がある。



[00 10 ] また、特許文献 1 で提案 されている充電制御方法や特許文献 2 で提案 され

ている電源制御装置 には、充放電時の電流値な どを設定 （制御） し、 当該設

定によって電池の劣化 を抑制するという概念は含 まれていなか った。

[00 1 1 ] 本発明は、上記の状況 に鑑み、蓄電池の劣化 をきめ細か く平準化すること

がで きる電力供給 シ ステ ム を提供することを目的 とする。

課題を解決するための手段

[00 12 ] 上記 目的を達成するために本発明に係 る電力供給 シ ステ ム は、負荷 に電力

を供給する電力供給 シ ステ ム で あ って、 複数の蓄電池 と、前記複数の蓄電池

の各劣化度 を更新 しなが ら保持する劣化度保持部 と、 シ ステ ム全体の充放電

電力量 を決定する充放電電力量決定部 と、前記劣化度保持部 によって保持 さ

れた前記複数の蓄電池の各劣化度 と前記充放電電力量決定部 によって決定さ

れた前記 シ ステ ム全体の充放電電力量 とに基づいて、前記複数の蓄電池の う

ち充放電を行 う蓄電池 を選択する蓄電池選択部 とを備 える構成である。

発明の効果

[00 13 ] 本発明に係 る電力供給 システムによると、蓄電池の劣化 をきめ細か く平準

化することがで きる。

図面の簡単な説明

[00 14 ] [ 図 1 ] 本発明の一実施形態 に係 る電力供給 シ ステ ム の概略構成 を示す図である

[ 図 2 ] 系統電力を利用する利用者の電力需要の典型例 を示す図である。

[ 図 3 ] 各蓄電池の劣化度の例 を示す図である。

[ 図4 ] 放電時の劣化度の進行度合いを示す劣化テーブルの例 を概念的に示す図

である。

[ 図 5 ] 定電流充電時の劣化度の進行度合いを示す劣化テーブルの例 を概念的に

示す図である。

[ 図 6 ] 定電圧充電時の劣化度の進行度合いを示す劣化テーブルの例 を概念的に

示す図である。

[ 図 7 ] 保存時の劣化度の進行度合いを示す劣化テーブルの例 を概念的に示す図



であ る。

[ 図8] 制御部 の制御動作 を示 す フローチ ヤ一 卜であ る。

[ 図9] 時刻 T か ら時刻 Τ + 3 ∆ ( ∆ は単位 時間） までの期 間 における制御部 3

の制御 内容 を示 す図であ る。

[ 図 10] 放 電時の劣化度 の進行度合 いを示 す劣化テー ブル の他 の例 を概 念 的 に

示 す図であ る。

発明を実施するための形態

[001 5] 本 発 明の実施形態 について図面 を参照 して以下 に説 明す る。

[001 6] 本 発 明の一実施形態 に係 る電力供給 システムの概 略構成 を図 1 に示 す。 図

1 に示 す本発 明の一実施形態 に係 る電力供給 システムは、 5 個 の蓄電池 （第

の蓄電池 1 A 、 第 2 の蓄電池 1 B 、 第 3 の蓄電池 1 C 、 第 4 の蓄電池 1 D

、 及び第 5 の蓄電池 1 E ) と、 5 個 の電力調整部 （第 1 の電力調整部 2 A 、

第 2 の電力調整部 2 B 、 第 3 の電力調整部 2 C 、 第 4 の電力調整部 2 D 、 及

び第 5 の電力調整部 2 E ) と、制御部 3 とを備 えている。 図 1 に示 す本発 明

の一実施形態 に係 る電力供給 シ ス テ ム では、 5 個 の蓄電池 が 5 個 の電力調整

部 を介 して並列接続 され、制御部 3 を介 して電力系統 4 及び負荷 5 それ ぞれ

に接続 され る構成 であ る。

[001 7] な お、制御部 3 の劣化度保持部 3 1 (後 述 ）が請求項 に記載 された 「劣化

度保持部 」の一例 に相 当 し、制御部 3 が請求項 に記載 された 「充放 電電力量

決定部 」の一例 に相 当 し、制御部 3 及び第 1 〜第 5 の電力調整部 2 A ~ 2 E

が請求項 に記載 された 「蓄電池選択部 」の一例 に相 当す る。

[001 8] 各 蓄 電池 の形態 は特 に限定 されず、例 えば、単一のバ ッテ リセル であ って

もよ く、複数 のバ ッテ リセル の集合体 であ る電池パ ックであ って もよ く、 ま

た、 当該電池パ ックを複数接続 した ものであ って もよい。

[001 9] 第 1 の電力調整部 2 A は、制御部 3 か らの コマ ン ドに応 じて、 第 1 の蓄電

池 1 A の充放 電電力 を調整 す る。 同様 に、 第 2 ~ 5 の電力調整部 2 B ~ 2 E

はそれ ぞれ、制御部 3 か らの コマ ン ドに応 じて、 第 2 ~ 5 の蓄電池 1 B ~ 1

E それ ぞれの充放 電電力 を調整 す る。本実施形態 では、 第 1 ~ 5 の電力調整



部 2 A ~ 2 E はそれぞれ、第 1 ~ 5 の蓄電池 1 A ~ 1 E それぞれを充電する

際に、定電流定電圧充電 （例えば非特許文献 1参照）を行 っている。定電流

定電圧充電は、充電開始時には定電流にて蓄電池の充電を行い、蓄電池の電

圧が設定値以上になった後に定電圧充電を行 う充電方式である。

[0020] 図 1 に示す本発明の一実施形態に係る電力供給システ ムは、 ビルや工場、

店舗、家庭などに導入され、電力系統 4 か ら供給される系統電力を利用する

利用者の電力需要が小さい時間帯や夜間電気料金が適用される時間帯に電力

系統 4 か ら供給される系統電力を利用 して第 1 ~ 5 の蓄電池 1 A ~ 1 E の少

な くとも 1個を充電 し、電力系統 4 か ら供給される系統電力を利用する利用

者の電力需要が所定の閾値を越えているときに所定の閾値を越えている分の

電力 （図 2 に示す斜線部分）を第 1 ~ 5 の蓄電池 1 A ~ 1 E の少な くとも 1

個の放電で補 うことによって、電力系統 4 か ら供給される系統電力の電力料

金を抑制する。

[0021 ] 制御部 3 は、劣化度保持部 3 と、劣化テーブル保持部 3 2 と、負荷 5 の

電力需要を予測する電力需要予測部 3 3 とを有 している。劣化度保持部 3

は、図 3 に示すような各蓄電池の劣化度を保持 している。劣化テ一プル保持

部 3 2 は、図 4 〜図 7 に示すような劣化テ一プルを予め保持 している。電力

需要予測部 3 3 は、例えば負荷 5 の過去の電力需要実績データを蓄積 し、そ

の蓄積 したデータに基づいて、負荷 5 の電力需要を予測する。

[0022] 図 4 に示す劣化テ一プルは、放電時の電流設定 （C レー トで表記）毎に、

放電によって単位時間当た りどの程度劣化度が進行するかを示すテ一プルで

ある。 また、図 5 に示す劣化テ一プルは、定電流充電時の電流設定 （C レー

卜で表記）毎に、定電流充電によって単位時間当た りどの程度劣化度が進行

するかを示すテ一プルである。 また、図 6 に示す劣化テ一プルは、定電圧充

電時の定電圧設定 （ボル トで表記）毎に、定電圧充電によって定電圧充電の

開始か ら終 了までにどの程度劣化度が進行するかを示 している。 また、図 7

に示す劣化テ一プルは、保存時 （充電も放電も行わずに電力を貯蔵 している

とき）の S O C (state of charge) 毎 に、保存によって単位時間当た りど



の程度劣化度が進行するかを示 している。なお、図 7 においてS O C は百分

率で表記 している。図4 〜図 7 に示すような劣化テ一プルにおける各劣化度

の進行度合いは、例えば、実験的あるいは経験的に得 られた値を採用すると

よい。また、図4 〜図 7 に示す各劣化テ一プルでは、各劣化度の進行度合い

を正規化 している。劣化テ一プル保持部 3 2 が図 7 に示すような劣化テープ

ルを保持 していない構成にすることも可能であるが、本実施形態のように、

劣化テーブル保持部 3 が図 7 に示すような劣化テーブル、すなわち保存時

の蓄電池の状態と保存による蓄電池の劣化度との関係を示す保存時劣化テー

プルを劣化テ一プル保持部 3 2 が予め保持することによって、第 1 ~ 5 の蓄

電池 1 A ~ 1 E全体の劣化度の予測精度が向上する。

[0023] 次に、制御部 3 の制御動作について図 8 に示すフローチヤ一 卜を参照 して

説明する。制御部 3 は単位時間周期で第 1 ~ 5 の電力調整部 2 A ~ 2 E に出

力するコマン ドを更新 しており、コマン ドの更新タイミングが来ると （ステ

ップS 1 0 のY E S ) 、前回のコマン ド更新タイミングから今回のコマン ド

更新タイミングまでの期間における制御内容に応 じて、劣化度保持部 3 に

よって保持されている各蓄電池の劣化度を更新する （ステップS 2 0 ) 。劣

化状態の更新は、図4 〜図 7 に示す劣化テ一プルを用いた加算によって行わ

れる。このように、制御内容が、劣化度保持部 3 1 によって保持される第 1

~ 5 の蓄電池 1 A ~ 1 E の各劣化度に反映されるので、第 1 ~ 5 の蓄電池 1

A ~ E の各劣化度を更新することが容易である。

[0024] ステップS 2 0 に続 くステップS 3 0 において、制御部 3 は、電力需要予

測部 3 3 によって予測された負荷 5 の電力需要に基づいて、今回のコマン ド

更新タイミングから次回のコマン ド更新タイミングまでの期間における第 1

~ 5 の蓄電池 1 A ~ 1 E全体の充電電力量あるいは放電電力量を決定する。

当然の事ながら、第 1 ~ 5 の蓄電池 1 A ~ 1 E全体の充電電力量、放電電力

量がともに零になる期間も存在 し得る。例えば、電力需要予測部 3 3 によつ

て予測された負荷 5 の電力需要が図 2 に示す電力需要である場合、図 2 に示

す斜線部分に対応する期間では、所定の閾値を越えている分の電力に応 じた



放 電電力量 を決定 し、 図 2 に示 す斜線部分 に対応 していない期 間では、 図 2

に示 す斜線部分 の電力量 と同量 の充電電力量 を深夜 電力か ら得 る ことがで き

るよ うに、 充電のスケジ ュ一 リングを行 って充電電力量 を決定す る とよい。

[0025] ステ ップ S 3 0 に続 くステ ップ S 4 0 において、制御部 3 は、 ステ ップ S

3 0 において決定 された第 1 ~ 5 の蓄 電池 1 A ~ 1 E 全体 の充電電力量 あ る

いは放 電電力量 を満 た し、且 つ、劣化度 の低 い蓄電池 を基本 的 に優先 して使

用す る とともに、今 回の コマ ン ド更新 タイ ミングか ら次 回の コマ ン ド更新 タ

イ ミングまでの期 間 における第 1 ~ 5 の蓄 電池 1 A ~ 1 E 全体 の劣化度 の進

行 が最小 にな るよ うに、制御 内容 すなわち第 1 ~ 5 の蓄 電池 1 A ~ 1 E それ

ぞれ を どの充電設定で充電、 どの放 電設定で放 電、又 は どの S O C で保存 す

るかの組合せ を決定す る。

[0026] この よ うな組合せ問題 では、 ステ ップ S 3 0 において決定 された第 1 ~ 5

の蓄 電池 1 A ~ 1 E 全体 の充電電力量 あ るいは放 電電力量 を満 たす全組合せ

を試算 す る ことで、今 回の コマ ン ド更新 タイ ミングか ら次 回の コマ ン ド更新

タイ ミングまでの期 間 における第 1 ~ 5 の蓄 電池 1 A ~ 1 E 全体 の劣化度 の

進行 を最小 にす る ことがで きる。 しか しなが ら、劣化テ一 プル が大 き く、組

合せの数 が膨 大 にな る場合 には遺伝 的 アル ゴ リズム （Genet i c Algor i thm ：

G A 、例 えば非特許文献 2 参 照）な どを用 いて準最適解 を探索 す るよ うに し

て もよい。 すなわち、今 回の コマ ン ド更新 タイ ミングか ら次 回の コマ ン ド更

新 タイ ミングまでの期 間 における第 1 ~ 5 の蓄 電池 1 A ~ 1 E 全体 の劣化度

の進行 が最小でな くて も、 第 1 ~ 5 の蓄 電池 1 A ~ 1 E 全体 の劣化 を効果 的

に抑制 で きれ ばよい。

[0027] ステ ップ S 4 0 に続 くステ ップ S 5 0 において、制御部 3 は、 ステ ップ S

4 0 において決定 された制御 内容 に従 って、 第 1 ~ 5 の電力調整部 2 A ~ 2

E に出力す るコマ ン ドを更新 し、 その後、 ステ ップ S 1 0 に戻 る。

[0028] こ こで、 時刻 T か ら時刻 Τ + 3 ∆ ( ∆ は単位 時間） までの期 間 （図 2 参 照

) にお ける制御部 3 の制御 内容 について図 9 を参照 して説 明す る。 充放 電電

力量 は k W h な どの単位 で表 され るが、蓄電池 の電圧 は計測可能 であ るため



、説明を簡単にするため、図 9 においては放電電力量をC レ一 卜で表記 して

いる。

[0029] 時刻 T か ら時刻 Τ + ∆ までの期間では、第 1 ~ 5 の蓄電池 1 A ~ 1 E 全体

の放電電力量が 2 . 8 C になるように、第 1 ， 2 ， 3 ， 5 の蓄電池 1 A ，

B ， 1 C ， 1 E を放電電流 0 . 7 C で放電させ、第 4 の蓄電池 1 D を保存状

態に した。 また、時刻 Τ + ∆ か ら時刻 Τ + 2 ∆ までの期間では、第 1 ~ 5 の

蓄電池 1 A ~ 1 E 全体の放電電力量が 3 . 5 C になるように、第 1 ~ 5 の蓄

電池 1 A ~ 1 E を放電電流 0 . 7 C で放電させた。 また、時刻 Τ + 2 ∆ か ら

時刻 T + 3 ∆ までの期間では、第 1 ~ 5 の蓄電池 1 A ~ 1 E 全体の放電電力

量が 2 . 4 C になるように、第 1 ， 3 の蓄電池 1 A ， 1 C を放電電流 0 . 7

C で放電させ、第 2 ， 5 の蓄電池 1 B ， 1 E を放電電流 0 . 5 C で放電させ

、第 4 の蓄電池 1 D を保存状態に した。なお、時刻 T か ら時刻 Τ + ∆ までの

期間における第 4 の蓄電池 1 D の S 0 C は 5 0 % であ り、時刻 Τ + 2 ∆ か ら

時刻 T + 3 ∆ までの期間における第 4 の蓄電池 1 D の S O C は 3 0 % であつ

た。

[0030] 劣化度保持部 3 によって保持されている各蓄電池の劣化度は、単位時間

∆ の経過毎 に更新 され、劣化度保持部 3 によって保持されている各蓄電池

の劣化度は、時刻 丁において図 3 に示す内容であ り、その後図 9 に示す制御

内容が実行され単位時間 ∆ の経過毎 にその内容が更新 されると、時刻 T + 3

∆ において図 1 0 に示す内容になる。

[0031 ] 図 1 に示す本発明の一実施形態に係 る電力供給 シ ステ ム は、第 1 ~ 5 の蓄

電池 1 A ~ 1 E それぞれの劣化度 を単位時間毎 に逐次更新 し、劣化度の低い

蓄電池を基本的に優先 して使用することによって、第 1 ~ 5 の蓄電池 1 A ~

E の劣化を平準化するので、長寿命化を図ることができる。そ して、単位

時間を短 くすることで、蓄電池の劣化をきめ細か く平準化することができる

。 また、図 1 に示す本発明の一実施形態に係 る電力供給 シ ステ ム は、第 1 ~

5 の蓄電池 1 A ~ 1 E 全体の劣化度 を抑制するように単位時間毎 に劣化テー

プルを参照 して制御内容を更新 して第 1 ~ 5 の蓄電池 1 A ~ 1 E を制御する



ので、第 1 ~ 5 の蓄電池 1 A ~ 1 E それぞれの劣化度が劣化テ一プルに基づ

いて更新されることになり、特別な機器を組み込む必要のある計測を必須と

しない。

[0032] なお、本実施形態では劣化テ一プルを用いたが、劣化テ一プルの代わりに

劣化度に関する特性式 （放電時の電流設定と蓄電池の劣化度との関係を示す

劣化特性式、定電流充電時の電流設定と蓄電池の劣化度との関係を示す劣化

特性式、定電圧充電時の定電圧設定と蓄電池の劣化度との関係を示す劣化特

性式、保存時の蓄電池のS O C と蓄電池の劣化度との関係を示す劣化特性式

など）を用いるようにしてもよい。すなわち、制御部 3 が劣化テ一プルの代

わりに劣化特性式を予め保持するようにしてもよい。劣化テ一プルや劣化特

性式は基本的に蓄電池の型番毎に作成することになるが、個体差による劣化

度の相違も考えられる。このような実際の劣化度と推定値 （劣化テ一プルや

劣化特性式によって得 られる値）との差を補正するために、一定期間毎に容

量学習を行い、容量学習によって求めた蓄電池の容量を蓄電池の劣化度に反

映させて、蓄電池の劣化度を定期的に修正 してもよい。

[0033] なお、本実施形態では第 1 ~ 5 の蓄電池 1 A ~ 1 E が全て同 じ種類の蓄電

池であることを前提にしているが、本発明に係る電力供給システムは、種類

の異なる蓄電池を備える構成であってもよい。例えば、高いC レ一 卜の充放

電に対応可能な蓄電池と高いC レー 卜の充放電に対応不可能な蓄電池のよう

に特性の異なる蓄電池 （広義の 「種類の異なる蓄電池」）を並列に接続する

構成であってもよく、 リチウムイオン電池とニッケル力 ドミゥ厶電池のよう

に種類の異なる蓄電池 （狭義の 「種類の異なる蓄電池」）を並列に接続する

構成であってもよく、これらを組み合わせた構成 （高いC レ一 卜の充放電に

対応可能なリチウムイオン電池と高いC レ一 卜の充放電に対応不可能なリチ

ゥ厶イオン電池と高いC レ一 卜の充放電に対応可能なニッケル力 ドミゥ厶電

池と高いC レ一 卜の充放電に対応不可能なニッケル力 ドミゥ厶電池を並列に

接続する構成など）であってもよい。上記のように、本発明に係る電力供給

システムが種類の異なる蓄電池を備える構成である場合には、本発明に係る



電力供給システムは、図4 、図 5 、図6 、図 7 に例示 した劣化テ一プルや劣

化特性式などで表される電池特性に関する情報を、蓄電池の種類毎に保持 し

、充放電制御の際には蓄電池の種類に応 じた電池特性に基づいて充放電制御

の内容を決定すればよい。

[0034] また、本発明に係る電力供給システムでは、各蓄電池の劣化度を単位時間

毎に逐次更新 しながら制御内容を決定するので、例えば、劣化の進んだ蓄電

池を新 しい蓄電池に交換する保守作業を行う日を事前に設定した場合に、本

発明に係る電力供給システムが、保守作業日の情報を取得 し、保守作業曰よ

り所定の期間前の時点で、劣化度が或る基準値よりも高い蓄電池がある場合

には、保守作業曰より所定の期間前の時点から保守作業曰までの期間は、劣

化度が或る基準値よりも高い蓄電池を優先的に使用して保守作業日には交換

対象の蓄電池となるよう、制御内容を変更するようにしてもよい。このよう

な制御内容の変更により、交換対象の蓄電池にならない蓄電池の使用が抑え

られ、結果的に保守作業の回数を軽減することができる。

符号の説明
[0035] A ~ E 第 1 ~ 5 の蓄電池

2 A ~ 2 E 第 1 ~ 5 の電力調整部

3 制御部

電力系統

5 負荷

3 劣化度保持部

3 2 劣化テーブル保持部

3 3 電力需要予測部



請求の範囲

負荷 に電力を供給する電力供給 シ ステ ム で あ って、

複数の蓄電池 と、

前記複数の蓄電池の各劣化度 を更新 しなが ら保持する劣化度保持部

と、

シ ステ ム全体の充放電電力量 を決定する充放電電力量決定部 と、

前記劣化度保持部 によって保持 された前記複数の蓄電池の各劣化度

と前記充放電電力量決定部 によって決定された前記 シ ステ ム全体の充

放電電力量 とに基づいて、前記複数の蓄電池の うち充放電を行 う蓄電

池 を選択する蓄電池選択部 とを備 えることを特徴 とする電力供給 シ ス

テ ム。

前記蓄電池選択部が、前記充放電を行 う蓄電池それぞれに対 して充

放電制御 も行い、前記選択及び前記充放電制御の内容 に対応する前記

複数の蓄電池全体の劣化度 を予測 し、 その予測 に基づいて、前記選択

及び前記充放電制御の内容 を決定する請求項 1 に記載の電力供給 シ ス

テ ム。

前記劣化度保持部が、前記蓄電池選択部 によって決定された前記選

択及び前記充放電制御の内容 に応 じて、前記複数の蓄電池の各劣化度

を更新する請求項 2 に記載の電力供給 システム。

前記蓄電池選択部が、前記充放電制御の設定 と前記充放電制御 によ

る蓄電池の劣化度 との関係 を示す劣化テーブル又は劣化特性式を予め

保持 し、前記劣化テーブル又は前記劣化特性式を用いて、前記予測 を

行 う請求項 2 又 は請求項 3 に記載の電力供給 シ ステ ム。

前記蓄電池選択部が、充電も放電も行わずに電力を貯蔵 している保

存時の蓄電池の状態 と前記保存 による蓄電池の劣化度 との関係 を示す

保存時劣化テーブル又は保存時劣化特性式も予め保持 し、前記保存時

劣化テーブル又は前記保存時特性式も用いて、前記予測 を行 う請求項

4 に記 載 の 電力供給 シ ステ ム。



[ 請求項 6 ] —定期間毎 に容量学習を行い、前記容量学習に基づいて、前記劣化

度保持部 によって保持 されている前記複数の蓄電池の各劣化度 を修正

する請求項 1 ~ 5 のいずれか 1 項 に記載の電力供給 シ ステ ム。
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